
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 1

事務事業名 警防事業費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

消防活動を円滑に遂行するために必要な経費及び警防事業の運営に係る事務経費。

02 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 01 細目 003 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

■ 負 担 金 藤沢安全運転管理者会年会費，安全運転管理者講習会負担金

根拠法令等 法律等 消防組織法

事業実施内容

大規模災害発生時に派遣する緊急消防援助隊の消耗品を整備するとともに，警防事業の円滑な運営に必要な資機材
等の維持管理を行った。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円 使用料及び賃借料 1,136　千円 有料道路使用料
負担金補助及び交付金・公課費 38　千円 藤沢市安全運転管理者会年会費等，警防課連絡車重量税

56　千円 各種会議出席

需用費 1,131　千円 消耗品購入費

4,073 役務費 1,712　千円 自動車共済基金分担金，船舶賠償保険等

□

常時勤務職員※ 1.00人工
4,073 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 4,073　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

14,812

事業費（支出済額） 4,212 5,922 4,030 4,073

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

34,086 30,696 29,321 9,975

29,345 30,976 29,299

①常時勤務職員等の給与等 23,969 23,834

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 25,133 25,054 25,269 10,739

1,164 1,220 1,502 541

4,741 -280 22 -4,837

23,767 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,741 -280 22 -4,837

0

433,060 22.92 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 79.73 427,501 71.50 429,317 67.71
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

消防活動に係る消耗品の購入等を行うための内部管理経費的な事業費であるた
め，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

消防活動を円滑に遂行するために必要な資機材の維持管理を適切に実施するとともに，大規模災害発生時に派遣される緊急
消防援助隊としての活動に必要な消耗品等の整備を行い，充実強化を図った。また，各種訓練や会議に参加，東京２０２０オリン
ピック・パラリンピック関連の消防特別警戒計画作成及び訓練を実施したことにより，近隣市町村のみならず県外消防本部との関
係性が強固なものとなり，綿密な情報共有が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
緊急消防援助隊の資機材や消耗品の整備については，国及び県等の動向を注視しつつ，継続的に拡充するとともに，各種訓
練や会議に積極的に参加し更なる連携強化を図る。また，消防活動の円滑化を目的として，警防事業の事務執行体制を充実さ
せる。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

東京２０２０オリンピック・パラリンピック開催を控えていることから，県下の近隣市町村及び関係機関と，より強固
な関係性を築くことが必要。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

これまでも各種訓練，会議を通じて近隣市町村及び関係機関とは連携を図ってきたが，今後も継続し，より円滑
な連携ができるよう活発な意見交換の場を設ける。

3 議会の資料作成に関すること 無 無 3 2

2 警防事業の予算執行及び決算に関すること 無 無 3 3

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

1 災害現場の指揮支援に関すること 無 無 1 3

6 資機材の購入計画に関すること 無 無 1 1

5 備品管理台帳に関すること 無 無 3 2

4 警防規程の改正及び整備に関すること 無 無 2

9 公金の取扱いに関すること 無 無 3

8 課内の庶務に関すること 無 無 1 1

7 装備の企画研究に関すること 無 無 3 2

14 国際消防救助隊に関すること 無 無 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 2

事務事業名 通信指令事業費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

１１９番通報及び固定電話等での災害通報を受け，消防隊，救急隊等が迅速，円滑に出場するための通信指令業務及
び指令システムや消防用無線機等の維持管理を行う。

03 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8182

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 01 細目 003 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

委託等内容 多言語通訳サービス

■ 負 担 金 江の島防災カメラ電気使用料，日大防災カメラ電気使用料

根拠法令等 法律等 消防組織法

事業実施内容

火災や救急などの緊急通報を２４時間３６５日受信し，指令システムを運用して正確な場所へ消防隊，救急隊等を出動さ
せた。日本語を話せない外国人からの通報に対し，多言語通訳サービスを使用し対応したほか，ＦＡＸ１１９，メール１１９
及びＮｅｔ１１９緊急通報システムで障がいのある方からの緊急通報への対応を行った。また，指令システムや現場との情
報のやり取りを行う消防用無線機等の維持管理を行った。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 ＮＴＴタウンページ株式会社

千円 使用料及び賃借料 12,489　千円 発信地表示システム使用料，複写機賃借料等

その他 1,200　千円 報償費，旅費，負担金補助及び交付金

2,712　千円 消耗品費，物品修繕費，印刷製本費

役務費 1,054　千円 電信電話料，手数料

68,749 委託料 51,294　千円 多言語サービス等

□

常時勤務職員※ 10.00人工
68,749 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.50人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 68,749　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 10.50人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

179,074

事業費（支出済額） 12,514 26,496 23,879 68,749

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

111,859 127,831 101,688 184,322

114,216 128,914 107,038

①常時勤務職員等の給与等 97,203 97,703

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 101,702 102,418 83,159 110,325

4,499 4,715 4,766 5,411

-2,357 -1,083 -5,350 5,248

78,393 104,914

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

-2,357 -1,083 -5,350 5,248

0

433,060 423.61 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 261.66 427,501 297.75 429,317 234.81
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

１１９番通報の災害等の内容は様々で，その対応を具体的数値として表すことがで
きないため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

市民の生命，身体，財産を守るため，様々な緊急通報に対して消防隊や救急隊等を迅速に出動させ，その部隊活動を消防用
無線等で管制し，通信指令業務を遂行することができた。また，日本語を話せない外国人からの通報に対応するため，多言語通
訳サービスの対応言語を１９か国語に拡充した。さらに，多言語通訳サービスについてのパンフレットを市立小・中学校の協力の
もと，藤沢市に在住している外国人児童・生徒及び保護者に配布することができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き２４時間３６５日，市民の生命，身体，財産を守るため，様々な緊急通報に対して消防隊や救急隊等を迅速に出動させ，
部隊が円滑に活動できるよう，指令システムや消防用無線機等の維持管理を行い，通信指令業務を遂行する。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

Ｎet１１９緊急通報システムにおいて，新型コロナ感染症の影響で説明会等が十分に実施できていない。した
がって，会話が不自由な聴覚又は言語等に障がいのある方に対し，広く周知していくことにより登録者数の拡大
を図っていく必要がある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

新型コロナウィルス感染拡大の影響による社会情勢を考慮しながら，説明会やホームページ等で，会話が不自
由な聴覚又は言語等に障がいのある方に対し，積極的にＮet１１９緊急通報システムの周知を行っていくこと
で，登録者数の拡大を図っていく。

12 消防通信施設の維持管理に関すること 無 無 3 3

5 消防通信の運用及び通信統制に関すること 無 無 3 3

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

2 指令業務 無 無 3 3

20
災害時の通報の受信，各種情報の受発信を関
係各課関係機関に実施すること

無 無 3 3

15 消耗品の購入等に関すること 無 無 1 1

13 無線機に関すること 無 無 3 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 3

事務事業名 運営事務費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 ３．団体 消防団員 462 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

消防団員の災害活動等に係る経費。

01 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 02 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

災害補償費

委託等内容 団員健康診断業務委託

■ 負 担 金 消防団員等公務災害補償等共済基金負担金，神奈川県消防協会負担金

根拠法令等 法律等 消防組織法第２４条，水防法第６条の２，水防法第４５条，災害対策基本法第８４条第１項等

事業実施内容

１０１人に対し，健康診断を実施するとともに，令和２年度に退団した３０人中，２６人（在職年数５年以上の者）に対し，退
職報償金を支出した。
また，市内３１個分団に配備されている災害対策用可搬ポンプの性能検査を実施した。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 公益財団法人藤沢市保健医療財団藤沢市保健医療センター

千円 負担金補助及び交付金 15,906　千円 消防団員等公務災害補償等共済基金掛金等

需用費・役務費・委託料 651　千円 文房具等消耗品費,団員健康診断業務委託料

1,801　千円 公務災害補償費

報償費 9,961　千円 退職報償金，賞賜金

29,330 使用料及び賃借料 1,011　千円 NHK放送受信料，消防災害メールシステム使用料

□

常時勤務職員※ 1.00人工
29,330 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 17,645　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （消防費雑入） 11,685　千円

40,069

事業費（支出済額） 25,449 27,510 31,711 29,330

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

34,833 36,085 40,466 40,367

34,149 36,182 40,458

①常時勤務職員等の給与等 8,297 8,250

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 8,700 8,672 8,747 10,739

403 422 520 541

684 -97 8 298

8,227 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

684 -97 8 298

0

433,060 92.77 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 81.48 427,501 84.05 429,317 93.44
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

災害活動等に係る事業のため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

消防団員等公務災害補償等関係法令及び藤沢市消防団員の退職報償金に関する条例に基づき，消防団員の公務中における
怪我の補償や退職時の報償金を支給する体制を継続して整備した。その結果，地域防災力の中核を担う消防団員が安心して
活動できる環境が構築されている。

今
後
の
方
針

　現状維持
近年，日本各地で様々な災害が相次いで発生しており，災害の多様化，複雑化が一層進むことも想定され，大規模な災害への
対応が急務となっている一方，少子高齢化の進展，被雇用者の増加等により，本市においても，消防団員の充足率が減少傾向
にある。
地域住民の安全・安心の確保，地域防災力の充実強化を一層図るため，消防団員が安心して活動できる環境を構築するととも
に，消防団の活性化，入団拡充に向けた取組を行っていく必要がある。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

突発的に発生する公務災害に対応するため，安全管理の教育等の徹底を図っていく必要がある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

局内及び課内で予算の調整を図っていく。また，訓練や災害対応において公務災害が起きないよう安全管理
の教育等を実施していく。

46 消防団の公務災害に関すること 無 無 1 1

45 消防団の任免に関すること 無 無 1 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

9 公金の取扱いに関すること 無 無 3

50 消防団の訓練等の指導に関すること 無 無 1

49 団本部会議等に関すること 無 無 1 1

47 消防団員の遺族補償に関すること 無 無 1 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 4

事務事業名 出動訓練費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 ３．団体 消防団員 462 人

未定 年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

消防団員の災害出動，訓練，研修等に対する報酬の支出。

02 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 02 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

□

根拠法令等 条例（市） 藤沢市消防団に関する条例

事業実施内容

実災害対応訓練及び研修等を行ったことから，参加実績に応じた報酬を支給したほか，災害出動した分団に対し出動
報酬を支給した。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円

29,099　千円 火災等出動報酬，訓練等出動報酬

備品購入費 119　千円 角型組立水槽，水槽部分

29,218

□

常時勤務職員※ 1.00人工
29,218 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 29,218　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

39,957

事業費（支出済額） 71,751 71,816 72,730 29,218

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

80,461 79,915 80,999 40,406

79,967 80,007 80,991

①常時勤務職員等の給与等 7,836 7,792

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 8,216 8,191 8,261 10,739

380 399 491 541

494 -92 8 449

7,770 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

494 -92 8 449

0

433,060 92.86 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 188.21 427,501 186.14 429,317 187.04

7



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

災害活動等に係る事業のため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

各種訓練や研修を継続することで，地域防災の中核を担う消防団員のモチベーションの向上及び技術の向上が図れ，消防団組
織の統制を図ることができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
災害等出動報酬や各種訓練への出動報酬については，藤沢市消防団に関する条例に定められているものであり，適切な積算
及び執行により各消防団の意識向上が期待できるものであることから，事務の適正執行を大前提とし今後についても継続して実
施するものである。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

訓練，研修等の年間実施数が多く消防団員への負担が多いため，事業の実施方法の再検討が必要である。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

これまでも各種訓練，会議を通じて近隣市町村及び関係機関とは連携を図ってきたが，今後も継続し，より円滑
な連携ができるよう活発な意見交換の場を設ける。

49 団本部会議等に関すること 無 無 1 1

45 消防団員の任免に関すること 無 無 1 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

9 公金の取扱いに関すること 無 無 3

50 消防団員の訓練等の指導に関すること 無 無 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 5

事務事業名 施設等管理費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

消防団待機宿舎及び消防団車両の維持管理並びに機械器具等の点検整備を実施する。

03 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 02 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

■ 負 担 金 デジタル簡易無線電波利用料，江の島器具置場電気使用料

根拠法令等 法律等 消防組織法第８条

事業実施内容

消防団車両３３台に対し６か月の定期点検，１７台に対し１２か月の定期点検整備を行うとともに，１６台の消防団車両に
ついて車検点検整備を実施した。また，消防団器具置場について，エアコン，浄化槽ポンプ等の点検修繕を行った。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円 負担金補助及び交付金 136　千円 デジタル簡易無線電波利用料，江の島器具置場電気使用量

公課費 370　千円 重量税

5,797　千円 車両修繕，光熱水道電気代等

役務費 888　千円 自動車損害保険，産業廃棄物処理等

9,265 使用料及び賃借料 2,074　千円 器具置場敷地賃借料

□

常時勤務職員※ 1.00人工
9,265 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 9,265　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

20,004

事業費（支出済額） 9,085 8,432 10,489 9,265

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

25,440 25,658 27,241 33,868

14,401 13,732 15,349

①常時勤務職員等の給与等 5,070 5,042

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 5,316 5,300 4,860 10,739

246 258 289 541

11,039 11,926 11,892 13,864

4,571 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

11,986 11,985 12,039 12,357

-947 -59 -147 1,507

0

433,060 77.84 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 59.51 427,501 59.76 429,317 62.90
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

維持管理に係る事業のため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

災害における消防体制の充実強化を目的として，消防団車両や器具置場等の点検整備，修繕を行った。
その結果，適切な維持管理が行われ，災害対応能力の確保が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
地域防災力の中核として欠くことのできない消防団の車両や資機材，器具置場等の整備を適切に実施することで，消防団員が
より安心して活動できる環境が構築されている。消防団員の確保や地域防災力の強化が求められていることからも，今後につい
ても積極的に充実強化を図っていく。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

消防団器具置場の老朽化に伴う修繕が増加傾向にある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

消防団器具置場の維持管理に対し，現状把握して修繕内容等の優先順位を付けて，計画的に整備を図ってい
く。

35 消防車両の購入計画に関すること 無 無

34 消防車両等装備の企画研究に関すること 無 無 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

33 公務自動車証明書に関すること 無 無 1 2

38 緊急自動車使用届に関すること 無 無 1

37 消防車両の廃車手続きに関すること 無 無

36 消防車両台帳の管理に関すること 無 無 1 3

40 安全運転に関すること 無 無

39 市有物件手続等に関すること 無 無 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 6

事務事業名 貸与被服費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 ３．団体 消防団員 462 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

藤沢市消防団に関する規則に基づき，被服を購入し，団員に貸与する。

04 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 02 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

□

根拠法令等 法律等 消防組織法第８条

事業実施内容

令和２年度は，新入団員２６人に対し，夏冬用の活動服及び消防団活動に不可欠な編み上げ靴やアポロキャップ等を
貸与した。また，経年劣化や破損等による貸与品の更新及び修繕を行った。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円

3,634　千円 防火帽，活動服等の整備及び制服等の修繕

3,634

□

常時勤務職員※ 1.00人工
3,634 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 3,634　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

14,373

事業費（支出済額） 3,594 3,381 3,623 3,634

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

5,946 6,715 7,027 16,333

6,978 6,753 7,024

①常時勤務職員等の給与等 3,227 3,208

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 3,384 3,372 3,401 10,739

157 164 202 541

-1,032 -38 3 1,960

3,199 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

-1,032 -38 3 1,960

0

433,060 37.54 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 13.91 427,501 15.64 429,317 16.23
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

貸与被服に係る経費のため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

新入団員に対し，活動服や編み上げ靴等，災害活動に必要不可欠な個人装備等を貸与した。また，修繕の必要な装備につい
ては，優先度を精査し，適宜修繕を実施した。
その結果，消防団組織の統制を図り，団員の意識を高揚し，消防力の充実強化が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
日本各地で様々な災害が相次いで発生しており，災害の多様化，複雑化している中，消防団の装備の基準に基づき個人装備
等の充実をさせ，消防団員が安心して活動できる環境を継続して整備することで，消防団を中核とした地域防災力の充実強化を
一層図る必要がある。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

消防団活動をする上で必要不可欠な活動服等が経年劣化しているが，必要人員に対し更新することができな
かった。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

活動隊員の怪我等を未然に防ぐ上でも，新入団員だけでなく，必要な団員に対しても貸与できるように，現状を
把握し，優先順位を付けて計画的に整備を図っていく。

49 団本部会議等に関すること 無 無 1 1

45 消防団員の任免に関すること 無 無 1 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

9 公金の取扱いに関すること 無 無 3

50 消防団の訓練等の指導に関すること 無 無 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 7

事務事業名 消防団充実強化推進事業費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」の施行に伴い，消防団員の装備の基準が改正されたこと
から，消防団の装備の充実を図るもの。

05 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 平成 27 年度 終了（予定）年度

01 目 02 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

■ 負 担 金 無線免許取得講習会負担金

根拠法令等 法律等 消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

事業実施内容

小型動力ポンプ中継媒介金具１１個，救助用ロープ１０巻，レスキューフローティングベスト８着，救助用浮環２個，フロー
ティングロープ２巻，水難救助用スローバック８個を配備した。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円

1,589　千円 小型動力ポンプ中継媒介金具，救助用ロープ等

負担金補助及び交付金 91　千円 無線免許取得講習会負担金

1,680

□

常時勤務職員※ 1.00人工
1,680 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 1,068　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 612　千円 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

12,419

事業費（支出済額） 56,789 12,259 2,378 1,680

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

67,452 21,787 12,106 12,415

66,456 21,895 12,097

①常時勤務職員等の給与等 9,219 9,167

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 9,667 9,636 9,719 10,739

448 469 578 541

996 -108 9 -4

9,141 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

996 -108 9 -4

0

433,060 28.53 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 157.78 427,501 50.75 429,317 27.95
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

消防団の装備充実を目的としているため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」に基づき，地域防災力の中核として欠くことのできない消防団に対
し個人装備及び救助活動用資機材の充実を目的とした整備を行った。
その結果，安全性の向上や活動能力の向上が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
地域防災の中心的役割を担う消防団員の安定的な確保を目指すとともに，消防団の機能強化として大規模地震や風水害にも
対応できるように救助資機材等を配備し，地域防災力の強化を図り，市民の安全・安心の確保に努める。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

大規模震災等に備え，個人装備の整備を図る必要がある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

消防団の装備の充実化を図るため，継続して整備を図っていく。

9 公金の取扱いに関すること 無 無 3

7 装備の企画研究に関すること 無 無 3 2

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

6 資機材の購入計画に関すること 無 無 1 1

50 消防団員の訓練等の指導に関すること 無 無 1

49 団本部会議に関すること 無 無 1 1

48 消防団湘南地区協議会に関すること 有 無 1 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 8

事務事業名 消防団運営交付金 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

藤沢市消防団の運営管理に関する経費に対し，運営交付金を交付することにより，消防団の健全な運営を図る。

01 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 46 年度 終了（予定）年度

01 目 02 細目 002 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

負担金補助及び交付金

□

根拠法令等 その他（要綱等） 藤沢市消防団運営交付金交付要綱

事業実施内容

消防団本部及び消防分団の運営整備を図り，消防目的を達成するために要する経費の一部に対し，要綱に基づき交
付金を交付した。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

□
□

千円

3,048　千円 消防団運営交付金

3,048

■ 消防団運営交付金

常時勤務職員※ 1.00人工
3,048 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 3,048　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

13,787

事業費（支出済額） 3,814 3,792 3,744 3,048

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

10,640 10,462 10,553 14,689

10,580 10,537 10,547

①常時勤務職員等の給与等 6,453 6,417

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 6,766 6,745 6,803 10,739

313 328 404 541

60 -75 6 902

6,399 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

60 -75 6 902

0

433,060 33.76 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 24.89 427,501 24.37 429,317 24.37
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

消防団の運営管理にかかるため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

消防団の実員に基づき算定された交付金の中から，各分団等の運営に必要な経費が支出された。
その結果，消防団の円滑な運営が推進され，消防団の活動が活性化し消防団組織の統制を図ることができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
消防団の健全な運営を継続させ，より良い環境を構築することで，団員の確保や消防団員の活動環境が改善され，地域防災力
の強化が図られる。このことから，適切な管理のもと交付制度を有効に活用していく。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

特になし

(2)
課題解決のため
の今後の取組

特になし

49 団本部会議等に関すること 無 無 1 1

45 消防団員の任免に関すること 無 無 1 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

9 公金の取扱いに関すること 無 無 3

51 消防団に係る予算の支出・収入に関すること 無 無 3 3

50 消防団員の訓練等の指導に関すること 無 無 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 9

事務事業名 消防無線等管理費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 消防職員 480 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

災害現場における指揮命令及び情報伝達に必要な消防無線を良好な状態に維持するため，消防署活動用携帯無線
機やバッテリーの購入及び無線システムの保守点検を行うもの。

02 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8182

事業開始年度 平成 13 年度 終了（予定）年度

01 目 03 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

委託等内容 消防救急デジタル無線システム保守点検業務委託

■ 負 担 金 神奈川県，横浜市，小田原市，鎌倉市

根拠法令等 法律等 消防組織法，電波法，藤沢市警防規程，藤沢市消防用（署活動用）無線局管理運用規定

事業実施内容

無線機バッテリー等の消耗品購入，無線システム・無線共通波設備の保守点検業務委託（年間），新規無線機購入，共
通波回線制御装置費用負担金，消防救急デジタル無線維持管理負担金。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社

千円 負担金補助及び交付金 1,844　千円 神奈川県消防救急デジタル無線共通波設備負担金等

777　千円 消耗品費，物品修繕費

委託料 19,721　千円 消防救急デジタル無線システム保守点検業務委託等

26,293 備品購入費 3,951　千円 消防用署活動用携帯無線機等

□

常時勤務職員※ 11.00人工
26,293 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 26,293　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 11.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

144,423

事業費（支出済額） 25,855 22,009 21,573 26,293

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

125,200 213,472 88,526 154,199

127,557 123,671 96,893

①常時勤務職員等の給与等 97,203 96,712

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 101,702 101,662 75,320 118,130

4,499 4,950 4,477 5,952

-2,357 89,801 -8,367 9,776

70,843 112,178

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 89,378 0 0

-2,357 423 -8,367 9,776

0

433,060 354.38 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 292.86 427,501 497.24 429,317 204.42
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

１１９番通報の災害等の内容は様々で，その対応を具体的数値として表すことがで
きないため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

災害現場における指揮命令及び情報伝達に必要な無線機等を良好な状態に維持するため，消防用無線機やバッテリーの購入
及び無線システム等の保守点検を実施した。
このことにより，市民の生命，身体，財産を守るだけでなく，現場活動を行っている消防隊員の安全管理も向上した。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き，災害から市民の生命，身体，財産を守る消防職員に必要な指揮命令及び情報伝達を実施するために，無線システム
等の保守，維持管理を行い，職務を遂行する。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

指令業務の根幹である指令システム及び消防用無線機等の維持，管理の徹底を継続。また，大規模災害を見
据えた高所見張用デジタル携帯無線機の未整備部分について継続して実施する必要がある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

引き続き指令業務の根幹である指令システム及び消防用無線機等の維持，管理を徹底する。また，携帯無線
機の更新計画を見直し，高所見張用デジタル携帯無線機の整備を促進する。

12 消防通信施設の維持管理に関すること 無 無 3 3

5 消防通信の運用及び通信統制に関すること 無 無 3 3

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

2 指令業務 無 無 3 3

20
災害時の通報の受信，各種情報の受発信を関
係各課関係機関に実施すること

無 無 3 3

15 消耗品の購入等に関すること 無 無 1 1

13 無線機に関すること 無 無 3 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 10

事務事業名 消防救助資機材等整備費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

日常的災害に備えた消防救助資機材等の整備を図る。

03 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 03 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

□

根拠法令等 法律等 消防組織法

事業実施内容

老朽化が著しい消防活動に必要なホースを更新した。
水難救助隊員に対し，水難救助用資機材を配備した。
また，様々な災害に対応していくため，高度救助隊に胴付長靴，テロ等の特殊災害等に使用する有毒ガス検知器等を
配備した。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円

10,220　千円 消防用ホース，水難救助用資機材等

役務費 222　千円 各種ボンベ廃棄手数料

16,733 備品購入費 6,291　千円 水難救助用資機材，テロ対応資機材等

□

常時勤務職員※ 1.00人工
16,733 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 16,733　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

27,472

事業費（支出済額） 10,303 15,151 13,209 16,733

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

15,243 21,345 19,532 28,525

16,586 21,415 19,526

①常時勤務職員等の給与等 5,992 5,959

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 6,283 6,264 6,317 10,739

291 305 375 541

-1,343 -70 6 1,053

5,942 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

-1,343 -70 6 1,053

0

433,060 65.56 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 35.66 427,501 49.72 429,317 45.10
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

多種多様な災害に備え，各部隊に必要な資機材の整備を行う事業のため，指標の
設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

老朽化が著しい資機材や耐用年数を超過している資機材を精査し，優先度の高いものから更新等を実施した。その結果，複雑
多様化する各種災害に対応するための資機材の維持管理が適切に行われ，消防力の強化が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
日常的な災害に必要な資機材整備を消防救助資機材整備費とし，大規模災害に対応する資機材を大規模震災等対策強化事
業費に分割して整備していく。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

日常的に発生する火災や救助活動に必要な資機材の整備としている事業費だが，主に消防ホースや水難救
助用資機材の整備，ボンベの廃棄手数料への対応となった。部隊が必要としている装備等の聞き取りを行いな
がら，優先度を精査していく必要がある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

日常的に発生する火災や救助活動に必要な資機材の整備についてしっかりと意見集約を行い，費用対効果も
考慮した事業執行を行っていく。

6 資機材の購入計画に関すること 無 無 1 1

5 備品管理台帳に関すること 無 無 3 2

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

2 警防事業の予算執行及び決算に関すること 無 無 3 3

18 救助技術等の研究及び指導に関すること 無 無 2

17 消防戦術の研究及び指導に関すること 無 無 2

7 装備の企画研究に関すること 無 無 3 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 11

事務事業名 消防自動車等整備費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

老朽化した車両の更新及び更新に伴う事務，特殊車両の整備を図る。

04 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 03 細目 001 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

□

根拠法令等 法律等 消防組織法，消防力の整備指針

事業実施内容

消防車両（消防ポンプ車１台，水槽付き消防ポンプ車１台，救助工作車１台，高規格救急車１台，指令車２台，小型動力
ポンプ積載車２台，団小型動力ポンプ付積載車２台）の更新及び小型動力ポンプ４台の更新を実施。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円 備品購入費 426,872　千円 車両等購入費

公課費 242　千円 車両購入に伴う重量税

84　千円 車両等の中間検査に伴う普通旅費及び特別旅費

需用費 9,997　千円 非常用救急車車検整備

437,434 役務費 239　千円 車両更新に伴うリサイクル料，損害保険料等

□

常時勤務職員※ 1.00人工
437,434 国庫支出金 67,077　千円 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 41,704　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 24,653　千円 合計 1.00人工
その他 （消防債） 304,000　千円

469,720

事業費（支出済額） 140,332 184,639 115,110 437,434

償還金利子 489 0

令和2年度

支
出

385,081 481,721 452,916 611,293

151,454 195,239 283,241

①常時勤務職員等の給与等 10,141 10,084

③退職金相当額

157,441 21,547

人件費合計（①＋②＋③） 10,633 10,600 10,690 10,739

492 516 635 541

233,627 286,482 169,675 141,573

10,055 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

234,746 286,601 169,665 141,879

-1,119 -119 10 -306

0

433,060 1404.88 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 900.77 427,501 1122.06 429,317 1045.85
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

車両購入等に係る経費のため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

車両更新計画に基づき老朽化した消防車両等の更新をした結果，災害対応能力の向上が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
財政状況が逼迫している中，想定される大規模災害に備えるとともに，様々な特殊災害や日常災害に対応するため，特殊車両
の増強配備や，老朽化の著しい車両を更新するなど，万全な体制を構築しておく必要があることから，求められる車両を精査し，
効率的な車両の更新及び増強を図っていく。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

更新計画に基づき整備しているが，財政状況が逼迫している中，更新計画どおりに整備していくことが，今後難
しくなってくる。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

大規模震災やテロなどの発生が懸念される近年の情勢から，災害発生リスクを把握し，配備の必要性が高い車
両を精査し，効率的な車両の更新及び増強を図っていく。

34 消防車両等装備の企画研究に関すること 無 無 1

33 公務自動車証明書に関すること 無 無 1 2

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

32 所管車両の鍵の保管に関すること 無 無 3

37 消防車両の廃車手続きに関すること 無 無

36 消防車両台帳の管理に関すること 無 無 1 3

35 消防車両の購入計画に関すること 無 無

40 安全運転に関すること 無 無

39 市有物件手続等に関すること 無 無 2

38 緊急自動車使用届に関すること 無 無 1

42 消防車両の維持管理に関すること 無 無 1 3

41 車両整備管理者に関すること 無 無

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/24

22



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 10 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 13

事務事業名 消防水利管理費 担
当
課

部課名 消防局警防課

対象 １．個人 市民 435,121 人

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

公設消防水利施設（消火栓及び標識）の設置・維持管理及び江の島屋外消火栓設備の改修・維持管理を行う。

01 課等の長 伊藤　弘昌 電話 8178

事業開始年度 昭和 23 年度 終了（予定）年度

01 目 03 細目 002 説明

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費・役務費

委託等内容 江の島屋外消火栓自家用電気工作物保安管理業務等

■ 負 担 金 消火栓維持管理負担金

根拠法令等 法律等 消防法第２０条第１項，消防水利の基準，消火栓の設置及び管理等に関する協定書

事業実施内容

江の島屋外消火栓のポンプ設備や自家発電施設の保守点検を実施するとともに，当該敷地の借用に伴う賃借料の支
払いを行った。また，防火水槽及び消火栓の路面焼付塗装及び修繕等を行った。

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 一般社団法人関東電気保安協会，株式会社加藤工務店

千円 備品購入費 110　千円 伸縮式はしご

負担金補助及び交付金 9,669　千円 消火栓維持管理負担金

2,672　千円 消耗品購入，防火水槽修繕等，江の島ポンプ室電話料

委託料 489　千円 江の島屋外消火栓自家用電気工作物保安管理業務

14,495
使用料及び賃借料 1,555　千円

消防水利施設管理システム賃貸借，江の島屋外消火栓
配管敷地賃借料

□

常時勤務職員※ 1.00人工
14,495 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 14,495　千円

会計年度任用職員(配置数) 0.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 1.00人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

25,234

事業費（支出済額） 23,127 21,167 19,745 14,495

償還金利子 0 0

令和2年度

支
出

84,030 84,194 277,973 74,593

35,694 33,694 32,379

①常時勤務職員等の給与等 11,985 11,917

③退職金相当額

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 12,567 12,527 12,634 10,739

582 610 751 541

48,336 50,500 245,594 49,359

11,883 10,198

②会計年度任用職員の報酬等 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

50,011 50,640 245,583 50,269

-1,675 -140 11 -910

0

433,060 171.43 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 196.56 427,501 196.11 429,317 641.88
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
―

単位
―

単位

単位
―

単位
成
果
実
績

指
標
名

―

目
標

―
単位

―

- - - -

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

維持管理に係る事業のため，指標の設定ができない。

実
績

―
単位

―
単位

―

評
価

市内各所に設置されている消火栓や防火水槽を災害時に有効活用するため，不具合が確認された箇所については適宜修繕を
行った。また，江の島屋外消火栓ポンプ設備についても災害時に備え，点検を行うことで万全の態勢を確立している。

今
後
の
方
針

　一部見直し
水利充足率及び防火水槽周辺の消防水利状況を総合的に評価し，耐震性防貯水槽設置の更新計画を見直し，消防力の充実
強化を図る。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

市内消火栓のボルトナットの腐食が進んでいることから，消火栓の修繕を進め，維持管理に努める。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

水道事業者と連携し消火栓の機能維持に努めていく。

23 防火水槽の設置及び修繕等に関すること 無 無 1

22
消火栓の設置及び維持管理負担金等に関する
こと

無 無 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

20 開発行為に関すること 無 無 1

26 防火水槽用地の減免申請に関すること 無 無 3

25 消防水利焼付塗装の委託に関すること 無 無 1

24
新消防水利システム及び水利図の作成に関す
ること

無 無 1

29 江の島屋外消火栓に関すること 無 無 1

28 防火水槽用地の賃借に関すること 無 無 3

27 消火栓設置補償協定に関すること 無 無 1

31 目的外使用の手続きに関すること 無 無 3

30 工作物の公有財産の処理に関すること 無 無 1

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 消防局 氏名 衛守　玄一郎 確認日 2021/8/10
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